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平成 29・30 年度  

岡垣町建設工事入札参加資格審査申請書提出要領  

 

岡垣町が発注する建設工事の一般競争入札及び指名競争入札参加資格審査申請書（以下「申

請書」という）の受付を次のとおり行いますので、希望者はこの要領をよく読んで書類を提出

してください。  

また、下水道管路更生工事を行う際の更生工法の登録も併せていたしますので、登録希望さ

れる方は、様式第 1 号（裏面）⑧及び様式 5 号・様式 6 号に必要事項の記入、及び必要書類を

提出してください。なお、登録には要件がありますので、詳細はこの要領を参照してください。  

 

申  請  要  領  

 １  申請者の資格   

(1) 地方自治法施行令第 167 条の 4 の規定に該当しない者（ 14 頁参照）  

 (2) 経営状態が著しく不健全でない者  

(3) 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号、以下「法」という）第 3 条に規定する許可を受

けている者  

(4) 申請書若しくは添付書類中の重要な事項について虚偽の記載をしない者  

(5) 法第 27 条の 23 第 1 項に規定する「経営事項審査」を受けている者  

(6) 税金を滞納していない者  

(7) 雇用保険、健康保険及び厚生年金保険（以下「社会保険等」という。）に加入してい  

る者又は社会保険等が適用除外されている者（ 3、 6 頁参照）  

(8) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条 6 

  号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役員が暴  

  力団員でない者  

 

 ２  受付期間及び受付時間   

会社 (商号 )名等の頭文字により受付日を次のように区分しているので注意すること。  

また、次の受付期間及び受付時間以外の受付は一切行わないので、注意すること。  

会社名の頭文字  受     付     期     間  

ア行・カ行  平 成 29 年  4 月  6 日 (木 )  ～   4 月 12 日 (水 ) 

サ行・タ行  平 成 29 年  4 月 13 日 (木 )  ～   4 月 19 日 (水 ) 

ナ行以下  平 成 29 年  4 月 20 日 (木 )  ～   4 月 27 日 (木 ) 

予  備  日  平 成 29 年  5 月 8 日 (月 ) 

○ 各受付期間とも、土・日曜日を除く。  

○  受付時間    9 時  ～  11 時 30 分   ／   13 時 15 分  ～  16 時 45 分  

○ 提出書類は早めにお持ちください。  

○ 各受付期間中に受付を行い、書類不備等があった場合、できるだけ各受付期間内に再申

請をお願いいたします。  

※「予備日」とは、正規受付期間中に審査を受け不備等がある場合のみの受付とな

りますので、必ず各正規受付期間中に審査を受けてください。  
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 ３  受付場所   

福岡県遠賀郡岡垣町野間一丁目１番１号  

岡垣町役場  305 会議室（本館 3 階）  

 

  ４  入札参加資格の有効期間等   

(1) 入札参加資格審査の結果は、平成 29 年 6 月 1 日付けで通知します。  

(2) 入札参加資格の有効期間は、平成 29 年 6 月 1 日から平成 31 年 5 月 31 日まで（ 2 年

間）です。  

但し、平成 30 年 4 月 3 日（火）から 4 月 6 日（金）（予定）の間に、別に定める入

札参加資格再確認手続を行わない場合、上記の資格は平成 30 年 5 月 31 日をもって

喪失します（ 13～ 14 頁参照）。  

なお、入札参加資格を認められた者は、本町が実施する一般競争入札及び指名競争

入札の参加資格を有することとなります。  

(3) 平成 28 年 4 月 4 日から 4 月 8 日までの間に、平成 27・ 28 年度岡垣町建設工事入札

参加資格再確認手続を完了しており、今回の申請時点において現に入札参加資格を

有する場合、当該資格は平成 29 年 5 月 31 日で終了します。  

 

 ５  工事の施工能力の判定について   

 「建設工事の種類（ 11 頁）」に掲げる工種のうち、1（土木工事）・2（建築工事）及び 26

（水道施設工事）の番号に該当する工種については、下記 (1)～ (3)に掲げる客観的事項及

び主観的事項の項目等を組み合わせ、あるいは単独利用により施工能力を判定し、総合点

数及び等級区分を定めます。  

   なお、この等級区分は、公開の扱いとしますので、予めご承知おきください。  

 

(1) 客観的事項   経営事項審査による建設工事ごとの総合評定値  

(2) 主観的事項  ア   町が発注した建設工事の工事成績の状況  

イ   指名停止等の状況  

ウ   町が発注した建設工事の契約状況  

エ   岡垣町内における主たる営業所等（本社･本店又は受任地とした支

店･営業所に限る）の所在状況、従業員の状況  

オ  地域貢献活動状況（「ﾗﾌﾞｱｰｽｸﾘｰﾝｱｯﾌﾟ」「三里松原松葉かき作業」

「三里松原除伐作業」等  町内のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動状況）  

(3) 建設業の許可区分  

 申請書提出後に建設業の許可区分に変更があった場合、受付期間の最終日（平成 29 年

4 月 27 日）までに変更届が提出されたものに限り、等級区分を定める要件として取り扱

います（土・日曜日を除く）。  

 なお、この等級区分の有効期間は平成 29 年 6 月 1 日から平成 30 年 5 月 31 日までです。

平成 30 年 6 月 1 日から平成 31 年 5 月 31 日までの等級区分については、別に定める入札

参加資格再確認手続で提出された書類等に基づいて決定します。  
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 ６  注意事項   

(1) 本年度より、社会保険等の加入を入札参加資格要件としています。  

社会保険等に未加入の場合は、申請することができません。 

社会保険等の加入状況は、「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の「そ

の他の審査項目（社会性等）」によって確認します。  

（ただし、「適用除外」の場合は申請可能です。）（ 6 頁参照）  

(2) 申請工種の数は、 3 工種までです。  

申請工種は 11 頁に掲げる「建設工事の種類」の「工種」欄から選んでください。  

但し、申請できる工種は経営事項審査を受けている工種に限ります。  

なお、申請書提出後及び入札参加資格の有効期間（ 2 年間）中は、申請工種の追加・

変更は認めません。  

(3) 建設業許可を受けていない事業所を受任地とすることはできません。  

(4) 入札参加資格を認めた者の名簿は公開の扱いとします。  

(5) 入札参加資格を認められても、必ずしも指名があるとは限りません。  

(6) 申請書類提出後、必要に応じ記載事項等について実態調査等を行う場合があります。

実態に即して正確に記入してください。なお、記載事項等が事実と相違しているこ

とが判明した場合は、入札参加資格を取り消すことがあります。  

(7) 申請書類は内容について説明できる方が持参してください（郵送･電送は不可）。  

なお、書類不備の場合は受け付けません。書類不備による再申請の場合も受付指定

期間内に限ります（予備日での受付は本町が認めた場合のみに限ります）。  

(8) 本申請において、「町内」とは岡垣町内のことをいいます。また、「町内業者」とは

岡垣町内に本社･本店又は受任地とした支店･営業所がある（第 1 号様式②⑧のいず

れかの「所在地」欄が岡垣町内である）業者のことです。  

(9) 本申請で取り扱う個人情報（生存する個人に関する情報で、特定の個人を識別する

ことができるもの等）は、「入札参加資格の確認」を目的として岡垣町個人情報保護

条例をはじめとする関係諸規定・制度等に基づき適正に収集・利用・管理されるも

のであり、当該目的外での利用・情報提供等が行われることはありません。  

 

※申請書類の記載事項を訂正していただくことがありますので、申請に来られる方の印

鑑（第 1 号様式表面⑬欄に押印した認印）を必ず持参してください。  

 

 

 ７  提出書類一覧･作成要領   

  

※表中 [  ]は、建設業法施行規則に定める様式を示す。  

№  提   出   書   類   名  提   出   上   の   注   意  

 

1 

 

第１号様式  

建設工事入札参加資格審査申請書  

※全業者提出  

 

 

・記入については、 8～ 10 頁参照。  

・表面及び裏面を両面コピーの上、 1 枚とすること。  
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2 

 

第２号様式  

岡垣町内事業所等調書  

※町内業者のみ提出  

 

(1)  記入については、 10 頁参照。  

(2)  表面及び裏面を両面コピーの上、 1 枚とすること。  

(3)  「①事業所付近見取図」欄は、目印となる近隣の施設

等を含め、分かり易く記入すること（地図貼付の場合

も同様とし、施設等が記載されていない場合は別途追

記すること）。  

 

 

3 

 

第 4 号様式  

使用印鑑届･委任状  

※全業者提出  

 

 『使用印鑑届』欄    

 

(1)  本欄は、本社（又は本店）の所在地等を記載する。  

(2)  「使用印」は、本町との取引に使用する印鑑を届け出

ること。  

法人の場合は、法人名及び役職名が入った印鑑、個人

の場合は、姓名（姓のみも可）が入った印鑑をそれぞ

れ使用印とすること。  

但し、法人名及び役職名については、  

①  登録事業所が本社（又は本店）である場合、法

人名は本社（又は本店）の商号等、役職名は本社

（又は本店）の代表者の役職名  

②  登録事業所が受任地である場合、法人名は商号

等及び受任地の名称、役職名は受任地の代表者の

役職名とすること。  

(3) 登録事業所が本社（又は本店）である場合、上記 (1)(2)

を満たしていれば、実印を使用印とすることは可。  

 

 

 『委任状』欄   

 

(1)  受任地を設ける場合のみ記入･押印すること。  

なお、委任は本社（又は本店）が岡垣町外にある場合

で、入札・見積・契約等の権限を一括委任する場合の

み認める。  

(2)  建設業許可を受けていない事業所（支店･営業所等）

を受任地とすることはできない。  

(3)  「受任者」欄は委任を受ける支店･営業所について、

「委任者」欄は委任をする本社（又は本店）について、

それぞれ記入すること。  

 

※『使用印鑑届』『委任状』欄とも、丸枠内にのみ押印す

ること。丸枠内以外の部分に会社印（角印）等を押印

している場合は受け付けない（ 12 頁参照）。  

 

 

4 

 

印鑑証明書（原本）  

※全業者提出  

 

(1)  申請者が法人の場合は法人の印鑑証明書を、個人の場

合は代表者個人の印鑑証明書を「（第 4 号様式）使用

印鑑届･委任状」の裏面に、四辺をしっかりと貼り付

けること。  

(2)  証明日が申請日前 3 ヶ月以内のものに限る。  

(3)  写し不可  

 

 

 

5 

 

経営規模等評価結果通知書  

総 合 評 定 値 通 知 書             （写し）  

※全業者提出  

※以下、「経審通知書」という。  

 

(1)  経営事項審査の審査基準日が平成 27 年 9 月 1 日以降

のもので最新分を提出すること。  

(2)  経営事項審査後、建設業許可区分に変更があった場合

は、変更後の建設業許可証明書の写し又は許可通知書

の写しを添付すること。  

(3)  経営事項審査後、主たる営業所に係る事項（所在地・

代表者名等）に変更があった場合は、変更届出書［様

式第二十二号の二（第八条、第九条関係）の写し（表

面）を添付すること。  
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6 

 

 

工事経歴書（様式任意）  

※全業者提出  

 

 

(1) 申請工種ごとに別葉とし、直近 2 年分の主な完成工

事及び着手した未完成工事について記入すること。  

(2) 申請工種分のみを提出すること。  

※冊子等で作成している場合等で、申請工種以外の

経歴書が添付されている場合は、受付会場におい

て外していただきます。  

 

 

7 

 

建設業許可申請書営業所一覧表（更新）

（写し）  

※受任地を設ける業者  

※全ての町内業者     提出  

 

 

［様式第一号別紙二（ 2）］  

・受任地の所在地･許可業種等について明記されている部

分までで可。  

 

8 

 

使用人数を記載した書面（写し）  

※町内業者のみ提出  

 

 

［様式第四号（第二条関係）］  

 

9 

 

 

建設業施行令第 3 条に規定する  

使用人の一覧表（写し）  

※受任地を設ける業者のみ提出  

 

 

［様式第十一号（第四条関係）］  

・受任地の代表者（令第 3 条に規定する使用人）につい

て明記されている部分までで可。  

 

10 

 

 

建設業法施行令第 3 条に規定する  

使用人の住所、生年月日等に関する調

書（写し）  

※町内の事業所を受任地とする  

 業者のみ提出  

 

 

［様式第十三号（第四条関係）］  

・岡垣町内の事業所分のみで可  

 

11 

 

 

専任技術者証明書（新規･変更）  

（写し）  

※町内業者のうち、建設業許可申請（更

新）以降、町内の事業所に該当があ

る業者のみ提出  

 

［様式第八号 (1)（第三条関係）（表面）］  

 

 

12 

 

 

専任技術者証明書（更新）（写し）  

※町内業者のみ提出  

 

［様式第八号 (2)（第三条関係）（表面）］  

 

13 

 

技術職員名簿（全事業所分）  

※町内業者のみ提出  

 

［様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第

二十一条の二関係）別紙二（表面）］  

・今回提出する「経審通知書」の審査申請時に行政庁に

提出したもの。  

・左記の「技術職員名簿」に記載されている者で、  

①  法令による資格･免許取得技術者については、当

該免許証の写しを添付すること。  

②  監理技術者資格者証の交付を受けた者はその写  

し（表面･裏面の両面とも）、監理技術者講習修了

証の写しを添付すること。  

③  実務経験者については、実務経験証明書（様式第

九号（第三条関係））の写しを添付すること。  

 

14 

 

第５号様式  

機械器具調書  

※第１号様式 (裏面 )⑧の「下水道管路

更生工事の入札参加希望の有無及び申

請工法名」欄で「参加希望する」を選

択する業者のみ提出  

 

(1)登録申請する更生工法を施工するために必要な機械

器具を記入すること。  

(2)自社で機械器具を所有していない場合は、証明欄に借

入先と証明印を押印すること。  

  

 ※建設業法に定める土木工事の許可を受け、本指名願

において「土木」を申請する者のうち、 (公財 )日本下

水道新技術機構の建設技術審査証明を受けた工法の各

協会が行う講習会等を受講した技術者を雇用している

者のみ提出できます。  
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15 

 

第６号様式  

管更生工事責任技術者届  

※第１号様式 (裏面 )⑧の「下水道管路

更生工事の入札参加希望の有無及び申

請工法名」欄で「参加希望する」を選

択する業者のみ提出  

 

(1)(公財 )日本下水道新技術機構の建設技術審査証明を

受けた工法の各協会が行う技術講習会等を受講した技

術者について記入すること。  

(2)技術講習会の修了証等の写し及び法令に基づく資格

者証･免許証等写しを添付すること。  

 ※上段 No.14 の※印と同様  
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＜経審通知書発行後に社会保険等に加入した場合＞  

(1)雇用保険…①か②のいずれか（写し）  

①直近の労働保険概算・確定保険料申告書及び申請時点で納期が到来した保険料の領収証書又は  

納入証明書  

②直近の労働保険納入通知書及び申請時点で納期が到来した保険料の領収証書又は納入証明書  

(2)健康保険、厚生年金保険…①か②のいずれか（写し）  

①直近の標準報酬決定通知書  

②直近月の保険料の納入に係る領収証書又は納入証明書  

※「経審通知書」において、「その他の審査項目（社会性等）」欄が「無」になっている者で、経審

通知書発行後に社会保険等に加入し、保険料を納めている場合のみ提出  

 上記事項により社会保険等の加入確認ができない場合、申請することはできません。  

 

 

17 

 

①登記簿謄本  

※申請者が法人の場合のみ提出  

または  

②身分証明書  

※申請者が個人の場合のみ提出  

 

(1)証明日が申請日前 3 ヶ月以内のものに限る。  

(2)写し可  

(3)②の場合は、代表者個人のものを提出すること。  

 

※法人の場合、代表者個人の身分証明書は不要です。  

 

 

18 

 

町税に未納のないことの  

証明書（原本）  

※町内業者のみ提出  

 

 

※本証明書に関するお問い合わせ  

岡垣町役場税務課  

093－ 282－ 1211(代表 ) 

 

 

(1)  「町税証明交付申請書（岡垣町指名登録用）」に必要

事項記入及び押印の上、岡垣町役場税務課にて、法人

の場合は法人について、個人の場合は代表者につい

て、それぞれ証明を受けたものを提出すること。  

(2)  代理人が証明を申請する場合は、申請書「委任状」欄

に必要事項記入及び押印の上、切り取らずに税務課へ

申請すること。  

(3)  本申請書は B5 サイズで税務課窓口へ提出すること。  

(4)  本証明書は、平成 29 年 3 月 17 日より交付する。  

(5)  写し及び他の様式は不可  

※必ず事前に町税証明交付申請書（指名登録用）にす

べて記入のうえ、税務課に提出してください。  
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消費税及び地方消費税に関する  

納税証明書  

【国税通則法施行規則  

 別紙第 9 号書式 (その 3)】  

※全業者提出  

 

(1)  消費税及び地方消費税の納税証明書（その 3：未納税

額のない証明用）を本社･本店の管轄税務署で交付を

受けて提出すること。  

法人の場合「納税証明書（その 3 の 3）」、  

個人の場合「納税証明書（その 3 の 2）」でも可。  

(2)  免税業者（税額のない者）についても同証明書が発行

されるので提出すること。  

(3)  証明日が申請日前 3 ヶ月以内のものに限る。  

(4)  写し可  

 

 

20 

 

申請書受付票  

※全業者提出  

 

・主たる営業所に係る所定事項について記入すること。  

 

 

21 

 

82 円切手（ 2 枚）  

※全業者提出  

 

※今回の審査結果及び来年の入札参加資格再確認手続案

内の通知に使用します。  

 

 

22 

 

 

 

チェックリスト  

※全業者提出  

 

 

※書類不備等がないよう、本書により事前にチェックを

行ってください。  

※事前にチェックをしていない場合は受け付けません。  
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【注意事項】  

※修正液等で訂正したものは受け付けません。誤記入等の場合は、書類再作成の上、提出してください。  

※「町税に未納のないことの証明書」の申請書は B5 サイズです。その他の書類について、特にサイズの指

定がない場合、提出する際は原則として A4 サイズとし、A4 サイズ以外の書類の写し等を添付する場合は、

全て A4 サイズに拡大又は縮小したものを提出してください。  

 

８  提出書類のまとめ方   

 

提出書類№  まとめ方  

5・6・7・8・9・10・11・

12・13・14・15・16・17・

18・19 

 

番号の若い順に、 A4 縦の紙ファイル (色：ピンク )に綴じて、提出し

てください。  

なお、書類を綴じる方向は、  

①  A4 縦の書類であれば、左綴じ  

②  A4 横の書類であれば、上綴じとします。  

また、紙ファイルの背と表紙には、商号又は名称のみを記入し、｢入

札参加資格審査申請書｣等は記入しないでください（下図参照）。  

 

1・2・3(4)・20・21・ 22 

 

紙ファイルには綴じ込まず、クリップで留めて提出してください。  

なお、 4（印鑑証明書）は、 3（使用印鑑届･委任状 (第 4 号様式 )）の

裏面に貼り付けてください。  

 

 

    (背表紙)                                  (表紙) 

 

 

 

 

 

 

 

 

背表紙・表紙とも、ファイル下部 (｢○○○○｣の部分 )

に商号又は名称のみを記入し、『入札参加資格審査申

請書』等は記入しないこと。  

 

 ９ その他   

申請書提出後、下記の事項に変更が生じた場合は、「岡垣町入札参加資格審査申請事項変

更届」により変更手続きを行ってください。  

①  商号又は名称  ⑦  使用印鑑  

②  組織  ⑧  建設業許可の取消又は建設業の廃業  

③  所在地  ⑨  建設業許可区分  

④  代表者  ⑩  電話番号又は FAX 番号  

⑤  受任者  ⑪  技術者（本社･本店又は受任地とした支店･

営業所等が岡垣町内の場合のみ）  ⑥  実印  

○○○○  

○
○
○
○ 
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また、平成 27・28 年度の入札参加資格を有する者の同資格は、平成 29 年 5 月 31 日まで

有効であるため、この期間内に上記の変更が生じた場合も同様に手続きが必要です。      

なお、平成 29・30 年度分を変更する場合は平成 29 年 6 月 1 日以降に提出してください。  

変更手続き(指定様式)に係るお問い合わせは総務課又は町ホームページをご覧ください。 

「事業者の方へ」→「入札参加指名登録・変更・更新」→「入札参加資格申請事項変更届の提出

について」の順に進み、指定様式をダウンロードしてください。  

 

 申請書等作成要領   

１ 『建設工事入札参加資格審査申請書』（第 1 号様式）  

記   入   箇   所  記     入     上     の     注     意  

表  面 

 

①『登記簿上の本店  

所在地』欄  

 

(1)  登記簿上の本店所在地について、登記簿から転記する。  

(2)  事務所がビル内にあっても、ビル名は記入しないこと。  

(3)  申請者が個人の場合は、「個人」と記入すること。  

(4)  ゴム印使用可  

 

 

②『主たる営業所の  

所在地』欄  

 

 

(1)  建設業の「主たる営業所」について記入すること（但し、小字名は不要）。  

(2)  事務所がビル内にあっても、ビル名は記入しないこと。  

(3)  申請者が法人の場合で、①欄と同一である場合は、「同上」と記入すること。 

(4)  事務所移転の場合等を除き、原則として「経審通知書」の宛先と同一である

こと。  

(5)  ゴム印使用可  

 

 

③『商号又は名称』欄  

 

 

・法人の場合は、次のとおり略して記入可。  

株式会社→ (株 )  有限会社→ (有 )  合資会社→ (資 ) 

合名会社→ (名 )  社団法人→ (社 )  財団法人→ (財 ) 

法人格を有する協同組合→ (同 ) 

・商号等の上に会社印（角印）を押印しないこと（押印している場合は受け付け

ない）。※ 12 頁参照  

 

 

④『代表者役職･氏名』 

欄  

 

 

・法人の場合：「代表取締役」等の役職名及び氏名を記入。  

・個人の場合：「代表者  ××××」と記入。  

 

⑤『実印』欄  

 

 

・法人の場合：法人の実印を押印  

・個人の場合：代表者個人の実印を押印    ※鮮明に押印すること  

 

 

⑥『 TEL』欄  

 

 

・本社又は本店の TEL 番号を「経審通知書」から転記すること。  

 

 

⑦『 FAX』欄  

 

 

・本社又は本店の FAX 番号を記入。  

 

 ※以下⑧～⑫は、受任地を設ける場合のみ記入すること。  

 

⑧『所在地』欄  

 

 

 

 

(1)  受任事業所の所在地について、建設業許可申請書営業所一覧表から転記する。 

(2)  事務所がビル内にあっても、ビル名は記入しないこと。  

(3)  ゴム印使用可  

 

 

⑨『商号又は名称』欄  

 

 

・法人名等及び事業所等の名称を記入すること（例：○○建設 (株 )△△支店）。  
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⑩『代表者役職･氏名』

欄  

 

 

・受任地の代表者役職名及び氏名を記入すること（例：△△支店長××××）。  

 

⑪『 TEL』欄  

 

・受任地の TEL 番号を建設業許可申請書営業所一覧表から転記すること。  

 

 

⑫『 FAX』欄  

 

 

・受任地の FAX 番号を記入。  

・特に、岡垣町内に受任地を設ける場合は、町内事業所に設置している FAX 番号

を記入すること（例： 093(28×)××××等、局番が 28×で始まる番号）。  

 

⑬『書類を持参する者

の 所 属 及 び 氏 名

等』欄  

 

 

・申請書類を持参する者の事務所名又は所属部署 (部課名 )等及び氏名･連絡先  

TEL 番号を記入の上、認印を押印すること。  

・申請書類訂正の際は、本欄の認印で訂正を行う（但し、町の指示による）。  

裏  面 

 

①『許可区分～』欄  

 

・該当する□にレ点を付し、「経審通知書」の「審査基準日」上段の「許可番号」

を転記すること。  

 

 

②『許可を～工種』欄  

  

・「経審通知書」等の「許可区分」欄から、｢特｣又は｢般｣を転記すること。  

 

 

③『申請工種』欄  

 

(1)  「建設工事の種類」（ 11 頁）に示した「工種」から申請する工種を選び、そ

の「略号」を希望する順に転記すること。  

なお、受任地を設ける場合は、添付書類として提出する「建設業許可申請書

営業所一覧表」から、「受任地」の「営業しようとする建設業」の中から選

択すること。  

(2)  申請工種は、 3 工種までとする。  

 

 

④『得意な工事』欄  

 

 

・「建設工事の種類」（ 11 頁）の「得意な工事」欄から、得意とする工事を 3 以

内選び、得意な順に (ｱ)(ｲ)(ｳ)等の記号を記入すること。  

・下水道管路更生工事の入札に参加希望する者は、「土木」の得意な工事につい  

ては、「 (ｴ)管路更生工事」を選定すること。  

 

 

⑤～⑦欄  

 

 

・「経審通知書」から、工種ごとの数値を転記すること。  

※⑥「技術職員数」欄は 1 級･基幹･2 級･その他の各合計を記入  

※⑦「年間平均完成工事高」欄は〇年平均の完成工事高を記入  

（元請完成工事高ではありません。）  

 

 

⑧『下水道管路更生工

事の入札参加希望の

有 無 及 び 申 請 工 法

名』欄  

 

 

・③欄で「土木」を申請した者で、(公財 )日本下水道新技術機構の建設技術審査

証明を受けた工法の各協会が行う技術講習会を受講した技術者を雇用してい

る者のうち、下水道管路更生工事の入札に参加希望する者は「参加希望する」

の□にレ点を付すこと。その他の者は「参加希望しない」にレ点を付すこと。 

・「参加希望する」者は、申請する工法の名称を記入すること。（申請工法は、(公

財 )日本下水道新技術機構の建設技術審査証明書を取得した工法に限る。）  

※「参加希望する」を選択する者は、第５号様式及び第６号様式及び技術講

習会の修了証等の写し、法令に基づく資格者証･免許証等写しを提出するこ

と。  

 

 

⑨⑫⑬⑭欄  

 

 

・「経審通知書」の各項目から転記すること。  

 ※⑬「自己資本」欄は経審通知書の下段にある「自己資本」を転記してくださ

い。「自己資本額」ではありません。  

 

 

⑩『技術職員数合計』

欄  

 

・「経審通知書」の「技術職員数」欄の 1 級･基幹･2 級･その他の合計を記入する

こと。  
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⑪『建設業従事職員数』

欄  

 

・申請の時点で建設業に常時雇用されている者（役員を含む。）の数を記入する

こと。  

 

⑮『地域貢献活動実績』

欄  

 

 

・本町主催のｲﾍﾞﾝﾄについて、過去 2 ヶ年度のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動実績の有無について、 

該当する□にレ点を付すこと。「有」とする場合は、活動内容を記入すること。 

 ◎例：「ﾗﾌﾞｱｰｽｸﾘｰﾝｱｯﾌﾟ」「三里松原松葉かき作業」「三里松原除伐作業」等  

 

 

⑯『社会保険等の加入

状況』欄  

 

・社会保険等の加入状況について、「経審通知書」から項目ごとに該当する□に  

レ点を付すこと。  

 いずれか一つでも「無」がある場合は、申請できません。  

ただし、経審通知書発行後に社会保険等に加入した場合は、必要書類を提出  

してください。（ 6 頁参照）  

 

 

 

２ 『岡垣町内事業所等調書』（第 2 号様式） 

記   入   箇   所  記     入     上     の     注     意  

表  面 

 

①欄  

 

(1)  町内事業所付近の見取図を記入し、事務所所在地を赤色でマークすること。 

(2)  地図を貼り付けてもよい。  

(3)  目印となる近隣の施設等を含め、分かり易く記入すること（地図貼付の場合

も同様とし、記載されていない場合は別途追記すること）。  

 

 

②欄  

 

・該当する方の□にレ点を記入し、それぞれの事項について記入すること。  

・「事業所の名称」は、「㈲○○組」や「○○建設㈱△△支店」等と記入する。  

・「電話番号」「 FAX 番号」は、町内事業所に設置している番号を記入する。  

（例： 093(28×)××××等、局番が 28×で始まる番号）。  

・ FAX が未設置である場合は「なし」と記入すること。  

 

 

③④欄  

 

・事務所内外の写真を貼り付けること。  

・鮮明であればデジタルカメラによる写真も可。  

 

裏  面  

 

⑤欄  

 

・今回提出する「経審通知書」の審査基準日時点のものを記入すること。（建設

業に従事している者であり、代表者、常勤の役員等を含む。）  

・（  ）内は、各従業員数のうち岡垣町内在住の従業員数を記入すること。  

 

 

⑥欄  

 

・町内事業所について、該当項目を記入すること。  

・「年間工事高」は、今回提出する「経審通知書」の審査基準日前 1 年間につい

て千円単位で記入すること。  

 

 

⑦欄  

 

 

・町内事業所の専任の技術者氏名等を記入すること。  

・全技術者を記入している例が見られるが、専任技術者以外の者は記入しないこ

と。  

 

 

 ※申請書類作成の際は本要領のほか、各様式中の（注）欄等もあわせてご覧ください。  



11 ※建設業法の改正に伴い、「解体工事」を追加しています。経過措置として、平成 28 年 6 月より 3 年間

は、平成 28 年 6 月 1 日（法施行日）時点で「とび･土工工事業」の許可で解体工事業を営んでいる者

であれば、「解体工事業」の許可を受けずに解体工事の施工が可能です。その場合、「 5.とび･土工･コ

ンクリート工事」の得意な工種は、「 (ｲ)工作物解体工事」を選定してください。  

建 設 工 事 の 種 類 
番号  工   種  略  号  必要な許可の 区分  得  意  な  工  事  

１  土 木 工 事  土 木  土 木 工 事 業  (ｱ)一 般 土 木 工 事  ( ｲ)橋 り ょ う 工 事  ( ｳ)下 水 道 工 事  (ｴ )管 路 更 生 工 事  

２  建 築 工 事  建 築  建 築 工 事 業  ( ｱ )木 造 建 築 工 事  ( ｲ )ブ ロ ッ ク 建 築 工 事  ( ｳ )鉄 骨 建 築 工 事  ( ｴ )鉄 筋 コ ン

ク リ ー ト 建 築 工 事  (ｵ)鉄 骨 ・ 鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 建 築 工 事  

３  大 工 工 事  大 工  大 工 工 事 業  (ｱ)大 工 工 事 業  ( ｲ)型 枠 工 事  (ｳ )造 作 工 事  

４  左 官 工 事  左 官  左 官 工 事 業  ( ｱ )左 官 工 事  ( ｲ )モ ル タ ル 工 事  ( ｳ )モ ル タ ル 防 水 工 事  ( ｴ )吹 付 け 工 事  

(ｵ)と ぎ 出 し 工 事  ( ｶ)洗 い 出 し 工 事  

 

 

 

５  

 

 

 

と び ・ 土 工  

コンク リー ト工事  

 

 

 

と び  

 

 

 

と び ・ 土 工 工 事 業  

(ｱ)と び 工 事 ・ ひ き 工 事 ・ 足 場 等 仮 設 工 事 ・ 重 量 物 の 揚 重 運 搬 配 配 置 工 事 ・

鉄 骨 組 立 工 事 ・ コ ン ク リ ー ト ブ ロ ッ ク 据 付 工 事  ( ｲ )工 作 物 解 体 工 事  ( ｳ )

く い 工 事 ・ く い 打 ち 工 事 ・ く い 抜 き 工 事 ・ 場 所 打 ぐ い 工 事  ( ｴ)土 工 事 ・ 掘

削 工 事 ・ 根 切 り 工 事 ・ 発 破 工 事 ・ 盛 土 工 事  ( ｵ)コ ン ク リ ー ト 工 事 ・ コ ン ク

リ ー ト 打 設 工 事 ・ コ ン ク リ ー ト 圧 送 工 事 ・ プ レ ス ト レ ス ト コ ン ク リ ー ト 工

事  ( ｶ)地 す べ り 防 止 工 事 ・ 地 盤 改 良 工 事 ・ ボ ー リ ン グ グ ラ ウ ト 工 事 ・ 土 留

め 工 事 ・ 仮 締 切 り 工 事 ・ 吹 付 け 工 事 ・ 道 路 附 属 物 設 置 工 事 ・ 捨 石 工 事 ・ 外

溝 工 事 ・ は つ り 工 事  （ ｷ） 防 球 ネ ッ ト  

６  石 工 事  石  石 工 事 業  (ｱ)石 積 み (張 り )工 事  (ｲ )コ ン ク リ ー ト ブ ロ ッ ク 積 み (張 り )工 事  

７  屋 根 工 事  屋 根  屋 根 工 事 業  (ｱ)屋 根 ふ き 工 事  

 

８  

 

電 気 工 事  

 

電 気  

 

電 気 工 事 業  

( ｱ )発 電 設 備 工 事  ( ｲ )送 配 電 線 工 事  ( ｳ )引 込 線 工 事  ( ｴ )変 電 設 備 工 事  

(ｵ)構 内 電 気 設 備 (非 常 用 電 気 設 備 を 含 む 。 )工 事  ( ｶ)照 明 設 備 工 事  ( ｷ)信

号 設 備 工 事  (ｸ )ネ オ ン 設 備 工 事  

９  管 工 事  管  管 工 事 業  ( ｱ )冷 暖 房 設 備 工 事  ( ｲ )冷 凍 冷 蔵 設 備 工 事  ( ｳ )空 気 調 和 設 備 工 事  ( ｴ )給

排 水 ・ 給 湯 設 備 工 事  ( ｵ)厨 房 設 備 工 事  ( ｶ)衛 生 設 備 工 事  (ｷ )浄 化 槽 工 事  

( ｸ )水 洗 便 所 設 備 工 事  ( ｹ )ガ ス 管 配 管 工 事  ( ｺ )ダ ク ト 工 事  ( ｻ )管 内 更 生

工 事  

１０  タ イ ル ・ れ ん が  

ブ ロ ッ ク 工 事  

タ イ ル  タ イ ル ・ れ ん が  

ブ ロ ッ ク 工 事 業  

( ｱ ) コ ン ク リ ー ト ブ ロ ッ ク 積 み ( 張 り ) 工 事  ( ｲ ) レ ン ガ 積 み ( 張 り ) 工 事  

(ｳ)タ イ ル 張 り 工 事  (ｴ )築 炉 工 事  (ｵ )石 綿 ス レ ー ト 張 り 工 事  

１１  鋼 構 造 物 工 事  鋼  鋼 構 造 物 工 事 業  ( ｱ )鉄 骨 工 事  ( ｲ )橋 梁 工 事  ( ｳ )鉄 塔 工 事  ( ｴ )石 油 、 ガ ス 等 の 貯 蔵 用 タ ン

ク 設 置 工 事  (ｵ )屋 外 広 告 工 事  ( ｶ)閘 門 、 水 門 等 の 門 扉 設 置 工 事  

１２  鉄 筋 工 事  鉄 筋  鉄 筋 工 事 業  (ｱ)鉄 筋 加 工 組 立 て 工 事  (ｲ )ガ ス 圧 接 工 事  

１３  ほ 装 工 事  ほ 装  ほ 装 工 事 業  ( ｱ )ア ス フ ァ ル ト ほ 装 工 事  ( ｲ )コ ン ク リ ー ト ほ 装 工 事  ( ｳ )ブ ロ ッ ク ほ 装

工 事  ( ｴ)路 盤 築 造 工 事  

１４  し ゅ ん せ つ 工 事  し ゅ ん  し ゅ ん せ つ 工 事 業  (ｱ)し ゅ ん せ つ 工 事  

１５  板 金 工 事  板 金  板 金 工 事 業  (ｱ)板 金 加 工 取 付 け 工 事  (ｲ )建 築 板 金 工 事  

１６  ガ ラ ス 工 事  ガ ラ ス  ガ ラ ス 工 事 業  (ｱ)ガ ラ ス 加 工 取 付 け 工 事  

１７  塗 装 工 事  塗 装  塗 装 工 事 業  ( ｱ ) 塗 装 工 事  ( ｲ ) 溶 射 工 事  ( ｳ )ラ イ ニ ン グ 工 事  ( ｴ ) 布 張 り 仕 上 工 事  

(ｵ)鋼 構 造 物 塗 装 工 事  (ｶ )路 面 標 示 工 事  

１８  防 水 工 事  防 水  防 水 工 事 業  (ｱ)アスファルト防水工事 (ｲ)モルタル防水工事 (ｳ)シーリング工事 (ｴ)塗膜防水工事 (ｵ)

シート防水工事 (ｶ)注入防水工事 

１９  内 装 仕 上 工 事  内 装  内 装 仕 上 工 事 業  (ｱ)インテリア工事 (ｲ)天井仕上工事 (ｳ)壁張り工事 (ｴ)内装間仕切り工事 (ｵ)床仕上工事 

(ｶ)たたみ工事 (ｷ)ふすま工事 (ｸ)家具工事 (ｹ)防音工事 

 

２０  

 

機械器 具設 置工事  

 

機 械  

 

機 械 器 具 設 置 工 事 業  

( ｱ )プ ラ ン ト 設 備 工 事  ( ｲ )運 搬 機 器 設 置 工 事  ( ｳ )内 燃 力 発 電 設 備 工 事  

( ｴ )集 塵 機 器 設 置 工 事  ( ｵ )給 排 気 機 器 設 置 工 事  ( ｶ )揚 排 水 機 器 設 置 工 事  

( ｷ )ダ ム 用 仮 設 備 工 事  ( ｸ )遊 技 施 設 設 置 工 事  ( ｹ )舞 台 装 置 設 置 工 事  ( ｺ )

サ イ ロ 設 置 工 事  (ｻ )立 体 駐 車 設 備 工 事  

２１  熱 絶 縁 工 事  絶 縁  熱 絶 縁 工 事 業  ( ｱ )冷 暖 房 設 備 の 熱 絶 縁 工 事  ( ｲ )冷 凍 冷 蔵 設 備 の 熱 絶 縁 工 事  ( ｳ )動 力 設

備 又 は 燃 料 工 業 の 熱 絶 縁 工 事  (ｴ )化 学 工 業 等 の 設 備 の 熱 絶 縁 工 事  

 

２２  

 

電 気 通 信 工 事  

 

通 信  

 

電 気 通 信 工 事 業  

( ｱ )電 気 通 信 線 路 設 備 工 事  ( ｲ )電 気 通 信 機 械 設 置 工 事  ( ｳ )放 送 機 械 設 置

工 事  ( ｴ )空 中 線 設 備 工 事  ( ｵ )デ ー タ 通 信 設 備 工 事  ( ｶ )情 報 制 御 設 備 工

事  ( ｷ)Ｔ Ｖ 電 波 障 害 防 除 設 備 工 事  

２３  造 園 工 事  造 園  造 園 工 事 業  ( ｱ )植 栽 工 事  ( ｲ )地 被 工 事  ( ｳ )景 石 工 事  ( ｴ )地 ご し ら え 工 事  ( ｵ )公 園

設 備 工 事  (ｶ )園 路 工 事  (ｸ )水 景 工 事  

 

２４  

 

さ く 井 工 事  

 

さ く 井  

 

さ く 井 工 事 業  

( ｱ )さ く 井 工 事  ( ｲ )観 測 井 工 事  ( ｳ )還 元 井 工 事  ( ｴ )温 泉 掘 削 工 事  ( ｵ )

井 戸 築 造 工 事  ( ｶ )さ く 孔 工 事  ( ｷ )石 油 掘 削 工 事  ( ｸ )天 然 ガ ス 掘 削 工 事  

(ｹ)揚 水 設 備 工 事  

 

２５  

 

建 具 工 事  

 

建 具  

 

建 具 工 事 業  

( ｱ )金 属 製 建 具 取 付 け 工 事  ( ｲ )サ ッ シ 取 付 け 工 事  ( ｳ )金 属 製 カ ー テ ン ウ

ォ ー ル 取 付 け 工 事  ( ｴ )シ ャ ッ タ ー 取 付 け 工 事  ( ｵ )自 動 ド ア ー 取 付 け 工 事  

(ｶ)木 製 建 具 取 付 け 工 事  (ｷ )ふ す ま 工 事  

２６  水 道 施 設 工 事  水 道  水 道 施 設 工 事 業  ( ｱ )取 水 施 設 工 事  ( ｲ )浄 水 施 設 工 事  ( ｳ )配 水 施 設 工 事  ( ｴ )下 水 処 理 設 備

工 事  ( ｵ)配 水 管 工 事  

 

 

２７  

 

 

消 防 設 備 工 事  

 

 

消 防  

 

 

消 防 設 備 工 事 業  

(ｱ)屋 内 消 火 栓 設 置 工 事  (ｲ )ス プ リ ン ク ラ ー 設 置 工 事  (ｳ )水 噴 霧 、 泡 、 不

燃 性 ガ ス 、 蒸 発 性 液 体 又 は 粉 末 に よ る 消 化 設 備 工 事  (ｴ )屋 外 消 火 栓 設 置 工

事  ( ｵ )動 力 消 防 ポ ン プ 設 置 工 事  ( ｶ )火 災 報 知 器 設 備 工 事  ( ｷ )漏 電 火 災

警 報 器 設 置 工 事  (ｸ )非 常 警 報 設 備 工 事 (ｹ)金 属 製 は し ご 、 救 助 袋 、 緩 降 機 、

避 難 橋 又 は 排 煙 設 備 の 設 置 工 事  

２８  清 掃 施 設 工 事  清 掃  清 掃 施 設 工 事 業  (ｱ)ご み 処 理 施 設 工 事  (ｲ )し 尿 処 理 施 設 工 事  

２９  解 体 工 事  解 体  解 体 工 事 業  (ｱ)工 作 物 解 体 工 事  
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第 1 号様式 「建設工事入札参加資格審査申請書」  

第 4 号様式 「使用印鑑届・委任状」  
 

 ※「角印」及び「使用印」に係る注意事項 ※    
 

 ☆岡垣町における「角印」の考え方   
  

岡垣町との契約締結等の際、必要となる印鑑は「使用印鑑」のみです。  
 

    岡垣町で使用不可とする「角印」とは、「使用印（丸印）」を押印した上で、  

商号又は名称等の上から押印する「角印（会社印）」のことです。 

 
【使用不可の例】  

 

福岡市博多区○－○－○  

         ○○○○株式会社××支店  

         ××支店長  ○  ○  ○  ○   印  
 

ですから、「使用印」としたい印鑑が「角印」のみしか存在しない場合は、  

この「角印」を「使用印」として届け出ることにより、使用可能とします。  

但し、「使用印」として「角印」を押印し、さらに「支店 (所 )長の個人印」  

等を押印することはできませんので、ご注意ください。  

 
 

 ☆使用印（受任者印）について   
 

    実印以外を使用印として届ける場合は、次の要件に合致する印鑑とすること。  

    合致していない場合は、申請を認めないので注意すること。  

      ・実印以外の使用印鑑例を参照すること。  

      ・法人：法人名及び役職名の両方入った印鑑  

      ・個人：代表者の姓名（姓のみも可）が入った印鑑  

 

■実印以外の使用印鑑例 
 

                
（本店登録の場合）     （受任地登録の場合）       （個人で登録する場合）  

 

     法人名及び役職名の両方入ったもの        会社名＋代表者が入ったもの  

                            代表者の姓名（姓のみ可）  

 

  ※不可の例 

                                                    
 

 

 

岡
垣 

九
州
支

店
長
印 

代
表
取
締

役
社
長
印 

新

岡

垣

建

設

株

式

会

社

九

州

支

店

長

印 

岡
垣
建
設

株
式
会
社 

受任地登録で支店名がない  社名がない  
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入札参加資格を認められた者に対する資格の再確認について 

 

  今回の申請により、入札参加資格を認められた者は、次のとおりその入札参加資格の再確認

手続きを行ってください。  

  但し、本内容については変更することがありますので、十分注意してください。  

 手続要領   

１   受付期間及び受付時間  

平成 30 年 4 月 3 日（火）～平成 30 年 4 月 6 日（金）（※予定）  

9 時～ 11 時 30 分  ／  13 時 15 分～ 16 時 45 分  

２   受付･提出場所  

岡垣町役場  総務課   契約用地管財係（本館 2 階）  

〒 811－ 4233 福岡県遠賀郡岡垣町野間一丁目１番１号  

電話   093－ 282－ 1211 

３   提出方法  

    提出は、持参又は郵送によるものとしますが、書類不備の場合は受け付けません。  

    ※ﾌｧｲﾙに綴じ込む必要はありません。ｸﾘｯﾌﾟ止めで提出してください。  

４   提出書類（※予定）  

№  提   出   書   類   名  提   出   上   の   注   意  

 

1 

 

経営規模等評価結果通知書  

総 合 評 定 値 通 知 書             （写し）  

※全業者提出  

 

 

(1)  経営事項審査の審査基準日が平成 28 年 9 月 1 日以降

のもので最新分を提出すること。  

 

2 

 

工事経歴書（様式任意）  

※全業者提出  

 

・平成 29 年 4 月の当初申請時に提出した経歴書より直後

1 年分の工事経歴書を提出すること。  

 

3 

 

技術者名簿  

【様式第 25 号 11（第 19 条の 7、第 20

条、第 21 条の 2 関係）別紙 2（表面）】 

※町内業者のみ提出  

 

 

「経審通知書」等の審査申請時に行政庁に提出したも

の。  

 

4 

 

町税に未納のないことの  

証明書（原本）  

※町内業者のみ提出  

 

 

・証明日が平成 30 年 3 月 16 日 (予定 )以降のものに限る。  

 （本証明書の交付も平成 30 年 3 月 16 日 (予定 )以降です） 

・申請書は、ホームページ掲載  

 

 

5 

 

消費税及び地方消費税に関する納税証

明書【国税通則法施行規則別紙第 9 号書

式 (その 3）』】  

※全業者提出  

 

 

・証明日が再確認受付以前 3 ヶ月以内のものに限る。  

(5)  消費税及び地方消費税の納税証明書（その 3：未納税

額のない証明用）を本社･本店の管轄税務署で交付を

受けて提出すること。  

法人の場合「納税証明書（その 3 の 3）」、  

個人の場合「納税証明書（その 3 の 2）」でも可。  

 

6 

 

返信用はがき  (1 枚 ) 

※郵送にて手続を行う業者のみ提出  

 

 

・表面に郵便番号､所在地､会社名を記入すること。  

 

7 

 

82 円切手（ 2 枚）  

※全業者提出  

 

 

※再確認結果及び次回（平成 31・ 32 年度）受付案内の通

知に使用します。  

※各提出書類の詳細については、 3 頁以降の「７  提出書類一覧･作成要領」各項目に準じます。  
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５   入札参加資格の再確認結果の通知について  

入札参加資格の再確認の結果及び等級区分については、平成 30 年 6 月 1 日付けで通知

するものとし、等級区分の有効期間は平成 30 年 6 月 1 日から平成 31 年 5 月 31 日までと

なります。  

 

６  その他  

(1) 再確認手続に関するご案内は、平成 30 年 2 月中旬頃に各申請者（主たる営業所）宛

て、郵送により通知します。  

(2) 再確認に関する本内容は予定であり、日程･提出書類等について変更となる場合があ

ります。 (1)によるご案内や町ホームページ (掲載予定 )等でご確認ください。  

 

 

 

 参考   地方自治法施行令（抄）  

 

第 167 条の 4  普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次

の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。  

(1) 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者  

(2) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第 32 条  

第 1 項各号に掲げる者  

2 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当す

ると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させな

いことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者

についても、また同様とする。  

(1) 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若

しくは数量に関して不正の行為をしたとき。  

(2) 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を

害し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。  

(3) 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。  

(4) 地方自治法第 234 条の 2 第 1 項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の

執行を妨げたとき。  

(5) 正当な理由がなくて契約を履行しなかったとき。  

(6) 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚

偽の事実に基づき過大な額で行ったとき。  

(7) この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者

を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 


